






































る。図2.1 2は1950年と 2000年における大阪府の年齢別（0～14歳、 15～64歳、 65歳以
上の3区分）の人口を示したグラフである。大阪府の総人口は、 1950（昭和 25）年には約
386万人であり、 2000（平成 12）年には約 881万人となった。“地域の状況を知ることがで
きる”年齢を 15歳以上とすると、 1950年頃の状況（図 2.1-1左側の空中写真の頃）を知り
うる人は、昭和 25年の 15歳～64歳及び65歳以上の人口を合わせた 262万人であり、大阪
府民の 67.8%を占めている。昭和 25年に 15歳以上であったこれらの人々は、 2000（平成
12）年には65歳以上になっており、仮に移転する人がし、ないと考えた場合、約 132万人に







1948 （昭和23）年 1999 （平成 11)年
図2.1-1 1948年と 1999年のー津屋付近の状況
出典：国土地理院空中写真閲覧システム（http://mapbrowse.gsi. go. jp/airphoto/index. html) 
1948（昭和23）年の写真は、米軍撮影、USAlOkKK,M31-l、撮影日 1948/3/27，形式：白黒。1999（平成 11）年の写真は、C阪991X,
C3, ：国土地理院撮影，撮影日： 1999/4/30，形式：カラー。
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上流で合流する l 本流 ！ 下流で分岐する
三川 l : 河Jl
淀川下流域の主要な河川
図2.2-1 淀川下流域における河川と生活系管網での水量の規模
出典： 1）財団法人 琵琶湖・淀川水質保全機構（2003）、 2）河川環境上望ましい流量



























































































成 14年度 2002』， 財団法人琵琶湖・淀川水質保全機構， 29lpp.
杉本隆成 ・谷内茂雄 ・国土環境株式会社（2005）『琵琶湖 ・淀川 ・大阪湾における水質 ・負荷量に関する総




http：・ ／w附.yodogawa. kkr. ml it. go・jp/activity/comit/flow/index.html
『淀川水系における水利権許可状況く2005一04一04）』
淀川水系水利権許可状況（平成17年3月末現在）』




2 『BYQ水環境レポート』の p.22「図 琵琶湖 ・淀川水系の水利用Jより引用
3 『「淀川下流域の河川環境上望ましい流量に関する検討会Jの概要について』（河川｜環境上
望ましい流量に関する検討会のウェブサイト）によれば、明治43年から昭和 46年は、大
川に 110m3/s、神崎川｜に 27.8 m3/sの維持流量が確保されており、昭和 47年から現在まで
は、大川｜に 70m3/s、神崎川に 10m3 /sの維持流量が確保されている。現在望ましい維持流
量について、新たに検討されている。






すると、阪神水道企業団水道が 13.818 m3/s、大阪市水道が 30.976 m3/s大阪府水道が 25.785 
m3/s、枚方市水道が 1.505 m3/sの水利権（最大）の水量を有していた。これらを合計して
72. lm3/sを求めた。




7 この時期に先行して、和田 ・井桁による窒素安定同位体比手法を用いた水 ・河床堆積物に
関する研究がおこなわれていた（2003年）。また、 2004年以降には、淀川下流域を対象と
した作業グ、ループが立ち上げられた。
8 「『益』の可視化」というキーワードは、 2003年秋におこなわれた淀川下流域に関する議
論の中で三俣氏によって提示された。ここでは、その意義を筆者なりに解釈して用いてい
る。
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